
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [166,864円]
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ラスパイレス指数 [94.7]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [11.12人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [18.5%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [145.6%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

北杜市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄
【財政力指数】：基幹産業が少なく財政基盤が弱いため類似団体平均の数値と同数となってい
る。ここ数年上昇傾向にあったが、昨年度より０．０１減少した。今後とも税の徴収業務の強化に
よる徴収率の向上や企業誘致を進め、歳入の確保について努めるとともに、歳出においても投
資的経費を抑制する等の徹底した見直しを図ることとする。

【経常収支比率】：前年度と比べて１．６％上昇し、類似団体の中では上位に位置している。職員
の早期退職制度により人件費は減少したが、生活保護受給者の増加や保育料第２子無料化に
伴い扶助費が増加し、また、公的資金補償金免除繰上償還や近年の大型の整備事業の地方債
の元金償還の開始に伴い公債費が増加している。今後とも事務の効率化を図り、行財政改革へ
の取り組みを通じて公債費の発行額の抑制など義務的経費の削減に努めることとする。

【人口１人当たり人件費・物件費等の決算額】：８町村での合併により類似する公共施設が多く、
職員数が多いことから、平均値を上回っている。人件費については、定員適正化計画に基づく職
員数（H２８年４月１日　５７０人）を目標に、より一層の削減を行うこととし、物件費については、平
成１８年度から導入した指定管者制度による削減や公共施設の統廃合により、一層のコストの
低減を図っていく。

【ラスパイレス指数】：前年より０．１上昇しているが、全国平均を下回っている。今後、人事評価
制度を導入し、その後、処遇にも反映し、一層の給与の適正化を図るとともに、給与関係経費の
縮減に努めていく。

【将来負担比率】：地方債の現在高及び公営企業債等繰入見込額の減などにより比率が減少し
た。これは、地方債の借り入れを抑制しつつ、繰上償還を進めてきたことや病院事業及び下水道
事業等の公営企業会計においても償還額が減少したことが主な要因と考えられ、前年度に引き
続き類似団体平均を上回っているものの減少傾向にある。今後も公債費の削減や公共事業の
見直しを行い、財政の健全化に努めるものとする。

【実質公債費比率】：道路整備や公共施設整備、また、簡易水道事業や下水道事業等の多額の
地方債の発行を行い、地域の活性化や住環境の整備等の地域の課題に取り組んできたことか
ら類似団体平均を上回っている。今後は、新発債の抑制と既発債の積極的な繰上償還、低金利
な借換債の発行を行い、平成２３年度から２５年度までの間に１８．０％を下回るよう努める。

【人口１，０００人当たり職員数】：８町村での合併であったため、職員数が多く、合併時から退職
者の補充減等により削減を行っているため、職員数は、前年から減少しているものの、全国平均
を上回っている。


